
Title EUにおいて禁止される国家援助の判断要素としての「選別性」概念
: 加盟国の租税措置に係る事件を中心として

Sub Title The concept of selectivity of state aid in the EU : the analysis of tax
matters

Author 髙橋, 里枝(Takahashi, Satoe)
Publisher 慶應義塾大学大学院法学研究科内『法学政治学論究』刊行会

Publication
year

2018

Jtitle 法學政治學論究 : 法律・政治・社会 (Hogaku seijigaku ronkyu :
Journal of law and political studies). Vol.119, (2018. 12) ,p.441- 474 

JaLC DOI
Abstract
Notes
Genre Departmental Bulletin Paper
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara

_id=AN10086101-20181215-0441

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会また
は出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守し
てご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to
the respective authors, academic societies, or publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese
Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


ＥＵにおいて禁止される国家援助の判断要素としての「選別性」概念

441

は
じ
め
に

一
　
Ｅ
Ｕ
国
家
援
助
ル
ー
ル
の
法
的
枠
組
み

　
㈠
　
現
行
法
に
お
け
る
Ｅ
Ｕ
国
家
援
助
規
範
の
概
要

　
㈡
　
租
税
措
置
と
国
家
援
助

　
㈢ 

　
自
由
移
動
規
定
と
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
各
差
別
禁
止
原
則
の
比

較

　
㈣
　
有
害
な
租
税
競
争
と
国
家
援
助
と
の
関
係

二 

　G
ibraltar

事
件
以
前
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
に
基
づ
く
「
選
別

性
」
概
念

　
㈠
　
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
租
税
措
置

　
㈡
　
参
照
基
準
の
決
定
及
び
異
質
性
テ
ス
ト

　
㈢
　
正
当
化

　
㈣
　
小
　
括

三 

　G
ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
よ
る
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
新

た
な
判
断
基
準
と
そ
の
後
の
判
決

　
㈠
　G

ibraltar

事
件
判
決

　
㈡
　W

orld D
uty Free G

roup

事
件
判
決

　
㈢
　
小
　
括

四
　
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
「
選
別
性
」
概
念
に
関
す
る
考
察

　
㈠
　
二
つ
の
事
件
の
司
法
裁
判
所
判
決
に
対
す
る
批
判

　
㈡
　「
効
果
」、「
同
等
性
」
及
び
「
差
別
」
の
分
析

　
㈢
　
有
害
な
租
税
競
争
と
の
関
係
に
基
づ
く
分
析

お
わ
り
に

 

髙

橋

里

枝

Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
の
判
断
要
素
と
し
て
の

　「
選
別
性
」
概
念

―
加
盟
国
の
租
税
措
置
に
係
る
事
件
を
中
心
と
し
て

―



法学政治学論究　第119号（2018.12）

442

は
じ
め
に

　
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
国
家
援
助
（State Aid

）
規（
1
）範は
、
Ｅ
Ｕ
法
秩（
2
）序に
お
い
て
憲
法
的
な
地
位
に
あ
る
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
定
め
ら
れ
て
お

り
、
事
業
者
に
よ
る
競
争
の
歪
曲
を
禁
止
す
る
規
定
と
加
盟
国
に
よ
る
国
家
援
助
に
関
す
る
規
定
の
二
本
立
て
と
な
っ
て
い
る
。
禁
止
さ

れ
る
国
家
援
助
の
意
義
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
ら
れ
て
お
り
、
裁
判
例
に
よ
れ
ば
、
加
盟
国
の
措
置
が
次
の
四
条
件
を

す
べ
て
充
足
す
る
場
合
、
当
該
措
置
は
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
を
構
成
す（
3
）る。

　
①
　
直
接
的
又
は
間
接
的
に
国
庫
に
よ
っ
て
供
与
さ
れ
る
こ
と

　
②
　
加
盟
国
間
の
取
引
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と

　
③
　
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
生
産
を
優
遇
す
る
こ
と
（
選
別
性
）

　
④
　
競
争
を
歪
曲
し
又
は
歪
曲
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と

も
っ
と
も
、
国
家
援
助
が
市
場
の
失
敗
を
是
正
す
る
た
め
に
実
施
さ
れ
る
場
合
、
こ
の
よ
う
な
国
家
援
助
は
正
当
化
さ
れ
、
そ
れ
は
禁
止

さ
れ
る
国
家
援
助
を
構
成
し
な（
4
）い。
ま
た
、
国
家
援
助
の
禁
止
は
、
絶
対
的
な
規
範
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
二
項
及
び
三

項
に
そ
の
適
用
除
外
規
定
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　
租
税
に
関
す
る
加
盟
国
の
措
置
が
国
家
援
助
の
文
脈
に
お
い
て
問
題
と
な
る
場
合
に
は
、
当
該
措
置
が
補
助
金
や
国
庫
の
支
出
に
よ
っ

て
構
成
さ
れ
て
い
る
場
合
だ
け
で
な
く
、
い
わ
ゆ
る
租
税
支
出
（tax expenditures

）
と
呼
ば
れ（
5
）る本

来
歳
入
を
構
成
す
る
べ
く
課
さ
れ

る
租
税
を
免
除
す
る
便
益
を
特
定
の
事
業
者
に
の
み
付
与
す
る
よ
う
な
加
盟
国
の
措
置
で
あ
る
場
合
も
国
家
援
助
を
構
成
す
る
援
助
と
な

る（
6
）。
判
例
に
よ
れ
ば
、
租
税
減
免
措（
7
）置、
税
額
控（
8
）除、
及
び
行
政
庁
に
よ
る
租
税
債
務
の
過
度
な
減
額
措（
9
）置が
あ
る
。
ま
た
、
通
常
の
納

税
の
期
限
を
延
期
す
る
措
）
10
（

置
も
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
を
構
成
す
る
場
合
が
あ
る
。
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本
稿
で
は
、
右
要
件
の
③
、
す
な
わ
ち
「
選
別
性
（selectivity

）」
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
断
の
分
析
を
試
み
る
。Az

）
11
（izi

も
「
最
近
の
裁
判
例
は
、
そ
の
多
く
が
流
動
的
な
判
断
を
下
し
て
い
る
よ
う
に
思
え
、
将
来
に
お
い
て
変
化
に
と
ん
だ
多
様
な
結
果
を
目

に
す
る
だ
ろ
う
。
実
際
に
、
国
家
援
助
問
題
に
関
す
る
最
近
の
判
例
の
進
化
は
、
万
華
鏡
の
中
を
の
ぞ
き
込
む
よ
う
な
印
象
を
与
え

る
。」
と
述
べ
て
い
る
と
お
）
12
（
り
、
加
盟
国
の
租
税
措
置
が
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
）
13
（
所

は
、
特
に
選
別
性
の
検
証
に
お
い
て
そ
の
概
念
の
範
囲
を
拡
大
す
る
よ
う
な
判
断
を
下
し
て
い
る
と
言
わ
れ
て
い
）
14
（

る
。
こ
の
よ
う
に
不
確

実
で
あ
る
と
さ
れ
る
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
断
は
、
法
的
安
定
性
を
確
保
で
き
な
い
と
い
う
批
判
も
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
禁
止
さ
れ
る

国
家
援
助
を
構
成
す
る
重
要
な
要
素
で
あ
る
選
別
性
概
念
を
分
析
す
る
こ
と
は
、
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
措
置
と
合
法
と
さ
れ
る
国
家
の

租
税
措
置
と
の
間
に
あ
る
違
い
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
必
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
よ
う
。

　
選
別
性
は
、「
実
体
的
な
選
別
（m

aterial selectivity

）」
と
「
地
域
的
な
選
別
（territorial selectivity

）」
に
区
分
さ
れ
る
。
地
域
的
な

選
別
に
つ
い
て
は
、
別
稿
を
期
し
、
紙
幅
の
都
合
上
、
本
稿
で
は
、
実
体
的
な
選
別
の
判
断
分
析
に
焦
点
を
当
て
る
。

　
本
稿
の
構
成
は
、
第
一
章
で
、
Ｅ
Ｕ
の
国
家
援
助
ル
ー
ル
を
概
説
す
る
。G

ibraltar

事
件
判
）
15
（

決
は
、
選
別
性
の
概
念
の
範
囲
を
拡
大

し
た
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
）
16
（
る
こ
と
か
ら
、
第
二
章
に
お
い
て
、G

ibraltar

事
件
以
前
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
に
基
づ
く
「
選

別
性
」
概
念
を
整
理
し
、
第
三
章
に
お
い
て
、G

ibraltar
事
件
判
決
及
び
そ
の
後
の
判
決
を
分
析
す
る
。
し
か
る
の
ち
、
第
四
章
で
、

Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
「
選
別
性
」
概
念
に
つ
き
考
察
す
る
。
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一
　
Ｅ
Ｕ
国
家
援
助
ル
ー
ル
の
法
的
枠
組
み

㈠
　
現
行
法
に
お
け
る
Ｅ
Ｕ
国
家
援
助
規
範
の
概
要

　
Ｅ
Ｕ
の
国
家
援
助
に
係
る
ル
ー
ル
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
三
部
第
七
編
第
一
章
「
競
争
法
規
範
」
の
中
の
第
二
節
「
国
家
に
よ
り
付
与

さ
れ
る
援
助
」
の
タ
イ
ト
ル
の
下
、
一
○
七
条
な
い
し
一
○
九
条
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
条
項
が
定
め
る
内
容
は
次
の
と
お

り
で
あ
る
。

同
条
約
一
○
七
条
一
項
　
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
、

同
条
二
項
　
明
文
に
よ
る
法
定
の
適
用
除
外
リ
ス
ト
、

同
条
三
項
　
Ｅ
Ｕ
委
員
会
の
承
認
に
基
づ
い
て
適
用
除
外
と
さ
れ
る
事
例
、

同
条
約
一
○
八
条
　
国
家
援
助
統
制
の
手
続
き
、

同
条
約
一
○
九
条
　
理
事
会
に
よ
る
規
則
の
制
）
17
（

定
。

ま
た
、
一
定
の
一
般
的
経
済
的
利
益
を
有
す
る
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
同
条
約
一
○
六
条
二
項
に
基
づ
き
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
適
用

が
除
外
さ
れ
る
。

　
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
は
、「
本
条
約
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
加
盟
国
に
よ
り
国
庫
か
ら
供
与
さ
れ
る
あ
ら
ゆ

る
援
助
で
あ
っ
て
、
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
生
産
を
優
遇
す
る
こ
と
に
よ
り
、
競
争
を
歪
め
又
は
歪
め
る
お
そ
れ
が
あ
る
も

の
は
、
そ
の
形
式
の
如
何
を
問
わ
ず
、
加
盟
国
間
の
取
引
に
影
響
を
及
ぼ
す
限
り
、
域
内
市
場
と
両
立
し
な
い
」
と
規
定
す
る
。
こ
の
規
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定
の
文
言
か
ら
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
よ
り
先
述
の
四
要
件
を
抽
出
し
、
こ
れ
ら
の
要
件
を
す
べ
て
充
足
す
る
加
盟
国
の
措
置
は
、
Ｅ
Ｕ

機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
基
づ
く
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
を
構
成
す
る
と
解
さ
れ
て
い
）
18
（

る
。

　「
加
盟
国
に
よ
る
国
庫
か
ら
供
与
さ
れ
る
あ
ら
ゆ
る
援
助
で
あ
っ
て
、
…
…
そ
の
形
式
の
如
何
を
問
わ
ず
」
と
い
う
文
言
か
ら
、
Ｅ
Ｕ

機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
規
定
す
る
形
態
は
非
常
に
広
範
で
あ
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
一
貫
し
た
判
例
法
に
よ
れ
）
19
（
ば
、
援
助
の
定
義

は
、
補
助
金
（subsidy

）
よ
り
も
一
般
的
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
援
助
と
は
、
補
助
金
の
よ
う
な
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
だ
け

で
な
く
、
事
業
者
に
通
常
課
さ
れ
る
租
税
の
様
々
な
形
式
で
の
減
免
措
置
、
及
び
、
厳
密
な
意
味
で
の
補
助
金
で
は
な
く
て
も
、
補
助
金

と
同
等
の
性
質
を
有
し
、
か
つ
、
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
も
含
む
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
国
庫
か
ら
の
直
接
の
支
出
を
伴
う

も
の
で
な
く
て
も
、
他
の
納
税
者
の
経
済
的
状
況
と
比
べ
て
有
利
に
な
る
よ
う
な
特
典
を
、
国
家
の
諸
機
関
が
特
定
の
事
業
者
に
付
与
す

る
免
税
措
置
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
規
定
す
る
禁
止
さ
れ
る
援
助
を
構
成
す
る
。
同
様
に
、
特
定
の
事
業
者
に
対
す
る
減

税
措
置
や
通
常
の
納
税
の
期
限
を
延
期
す
る
措
置
も
国
家
援
助
を
構
成
す
る
。
国
家
援
助
を
認
定
す
る
際
に
、
租
税
が
免
除
さ
れ
る
場
合

と
課
税
対
象
が
例
外
を
必
要
と
し
な
い
ほ
ど
狭
く
定
義
さ
れ
る
場
合
と
の
間
に
大
き
な
違
い
は
な
く
、
こ
の
違
い
は
単
な
る
立
法
技
術
の

問
題
で
あ
）
20
（
る
。

　
一
見
す
る
と
租
税
の
減
額
の
よ
う
に
み
え
る
措
置
で
あ
っ
て
も
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
規
定
す
る
禁
止
さ
れ
る
援
助
を
構

成
し
な
い
場
合
が
あ
る
。
例
え
ば
、
問
題
と
な
る
援
助
が
公
共
サ
ー
ビ
ス
義
務
に
見
合
う
補
償
で
あ
る
場
）
21
（
合
や
国
家
の
租
税
歳
入
の
減
少

が
租
税
法
以
外
の
法
律
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
て
租
税
歳
入
の
減
少
と
当
該
法
律
の
関
係
が
疎
遠
で
あ
る
場
）
22
（

合
が
あ
る
。

　
ま
た
、
間
接
的
に
援
助
を
構
成
す
る
措
置
も
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
規
定
す
る
禁
止
さ
れ
る
援
助
を
構
成
す
る
。
例
え
ば
、

容
易
に
労
働
者
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
講
じ
ら
れ
た
炭
鉱
労
働
者
の
所
得
税
の
免
税
措
置
は
、
当
該
炭
鉱
労
働
者
を
雇
用
す
る

石
炭
事
業
を
行
う
事
業
者
を
優
遇
し
、
国
家
援
助
を
構
成
す
る
と
し
）
23
（

た
。

　「
国
庫
」
要
件
に
つ
い
て
は
、
加
盟
国
の
中
央
政
府
諸
機
関
に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
る
援
助
だ
け
で
な
く
、
地
方
公
共
団
体
や
国
に
よ
っ
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て
支
配
さ
れ
る
民
間
企
業
に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
る
援
助
も
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
規
定
す
る
禁
止
さ
れ
る
援
助
を
構
成
す
）
24
（
る
。

　
加
盟
国
間
の
取
引
に
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
な
競
争
を
歪
め
又
は
歪
め
る
お
そ
れ
が
あ
る
援
助
、
す
な
わ
ち
、
先
述
の
④
の
要
件
に
つ
い

て
は
、
顕
在
化
し
て
い
る
援
助
だ
け
で
な
く
潜
在
的
な
援
助
も
含
ま
れ
）
25
（
る
。
援
助
を
受
け
る
事
業
者
の
事
業
規
模
や
市
場
支
配
力
の
大
小
、

ま
た
取
引
の
対
象
が
域
外
で
あ
る
こ
と
も
、
こ
の
要
件
を
満
た
す
か
ど
う
か
の
判
断
に
関
係
な
）
26
（
い
。
域
内
取
引
を
行
わ
な
い
事
業
者
に
対

す
る
援
助
も
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
の
対
象
と
す
る
理
由
は
、
当
該
事
業
者
が
取
引
を
す
る
事
業
者
の
所
在
す
る
第
三
国
に
他
の

加
盟
国
の
事
業
者
が
進
出
す
る
機
会
を
減
少
さ
せ
、
さ
ら
に
、
当
該
事
業
者
が
将
来
に
お
い
て
域
内
取
引
を
行
う
可
能
性
が
あ
る
か
ら
で

あ
）
27
（

る
。

㈡
　
租
税
措
置
と
国
家
援
助

　
先
述
し
た
よ
う
に
、
租
税
措
置
に
関
し
て
も
国
家
援
助
規
範
の
対
象
と
な
る
。
こ
こ
で
問
題
と
な
る
の
は
、
直
接
税
に
関
し
て
い
え
ば
、

そ
の
課
税
権
は
、
加
盟
国
に
留
保
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
と
の
コ
ン
フ
リ
ク
ト
で
あ
）
28
（

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
貫
し
た
判
例
法

に
よ
れ
）
29
（

ば
、
原
則
と
し
て
、
加
盟
国
は
Ｅ
Ｕ
法
を
遵
守
し
た
上
で
そ
の
権
限
を
行
使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
、
加
盟
国
の
国
内
法

に
基
づ
く
租
税
措
置
が
Ｅ
Ｕ
法
に
抵
触
す
る
場
合
に
は
、
当
該
国
内
法
は
そ
の
適
用
を
排
除
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
適
用
排
除

義
務
は
、
加
盟
国
の
国
内
法
と
Ｅ
Ｕ
法
と
の
関
係
に
お
い
て
は
、
Ｅ
Ｕ
法
の
優
越
性
か
ら
帰
結
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
租
税
問
題
に
限
る

も
の
で
は
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
は
、
租
税
措
置
に
つ
い
て
も
早
い
時
期
か
ら
国
家
援
助
の
問
題
と
し
て
捉
え
て
き
）
30
（
た
。

㈢
　
自
由
移
動
規
定
と
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
各
差
別
禁
止
原
則
の
比
較

　
自
由
移
動
則
及
び
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
い
ず
れ
も
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
自
由
移
動
規
定
は
、
開
業
の
自
由
、
物
、

サ
ー
ビ
ス
、
資
本
及
び
労
働
者
の
自
由
移
動
を
確
保
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
、
単
一
市
場
に
お
け
る
正
常
な
競
争
状
態
を
確
保
す
る
こ
と
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に
よ
っ
て
、
他
方
、
国
家
援
助
禁
止
規
定
は
、
単
一
市
場
に
お
け
る
自
由
競
争
を
歪
め
な
い
こ
と
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
い
ず
れ

も
域
内
市
場
を
達
成
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
）
31
（

る
。
自
由
移
動
規
定
と
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
相
違
点
に
つ
い
て
、
第
一
に
、

そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
範
囲
は
、
前
者
は
原
則
と
し
て
国
境
を
越
え
る
状
況
に
対
し
て
の
み
適
用
さ
れ
る
が
、
後
者
は
全
く
国
内
的
な
状
況
に

お
い
て
も
適
用
さ
れ
る
。
第
二
に
、
前
者
は
輸
入
品
や
非
居
住
者
に
対
し
て
不
利
益
な
状
況
を
も
た
ら
す
差
別
的
な
措
置
（
非
差
別
適
用

措
置
も
含
む
）
を
禁
止
す
る
が
、
後
者
は
特
定
の
事
業
者
や
特
定
の
産
品
の
生
産
に
対
す
る
優
遇
措
置
を
禁
止
す
る
。
第
三
に
、
加
盟
国

の
租
税
措
置
が
そ
れ
ぞ
れ
の
規
定
に
基
づ
き
違
法
と
さ
れ
る
場
合
の
是
正
措
置
に
つ
い
て
は
、
自
由
移
動
規
定
違
反
は
、
問
題
と
な
る
租

税
を
納
め
た
納
税
者
に
当
該
租
税
を
還
付
す
る
こ
と
に
な
り
、
国
家
援
助
規
定
に
基
づ
く
違
反
は
、
援
助
を
受
け
た
事
業
者
が
援
助
の
金

額
に
利
息
を
合
わ
せ
た
金
額
を
償
還
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
租
税
措
置
が
、
自
由
移
動
規
定
及
び
国
家
援
助
禁
止
規
定
の
い
ず
れ
に
も
適
用
さ
れ
、
両
規
定
違
反
と
判
断
さ
れ
る
場
合
が
あ
）
32
（

る
。
こ

の
よ
う
な
二
重
の
違
反
の
場
合
、
そ
の
是
正
措
置
の
違
い
に
基
づ
く
問
題
が
生
じ
る
。
例
え
ば
、
イ
タ
リ
ア
の
超
過
税
事
）
33
（
件
は
、
イ
タ
リ

ア
国
内
で
の
白
砂
糖
の
消
費
に
対
し
て
超
過
税
（sovraprezzo

）
を
課
す
国
内
措
置
は
、
実
質
的
に
輸
入
さ
れ
る
砂
糖
に
対
し
て
適
用
さ

れ
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
国
外
事
業
者
に
不
利
益
を
も
た
ら
し
、
反
対
に
国
内
事
業
者
を
優
遇
す
る
も
の
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
Ｅ

Ｃ
条
約
九
五
条
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
一
○
条
）
及
び
同
条
約
九
二
条
（
同
一
○
七
条
）
に
反
す
る
と
し
て
争
わ
れ
た
事
件
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ

機
能
条
約
一
一
○
条
に
よ
れ
ば
、
差
別
的
な
内
国
税
を
課
す
こ
と
は
禁
止
さ
れ
、
そ
の
是
正
措
置
は
、
超
過
税
を
課
さ
れ
た
国
外
事
業
者

に
当
該
租
税
を
還
付
す
る
も
の
で
あ
る
。
他
方
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
に
よ
り
当
該
措
置
が
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
と
見
な
さ
れ
る

場
合
の
是
正
措
置
は
、
国
内
事
業
者
に
優
遇
さ
れ
た
超
過
税
の
償
還
を
求
め
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
二
重
の
違
反
に
お
け
る
是
正

措
置
を
同
時
に
実
施
す
る
場
合
に
は
、
相
反
す
る
結
果
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
る
。
こ
の
二
重
の
違
反
に
お
け
る
是
正
措
置
の
問
題
に
つ

い
て
は
未
だ
に
解
決
さ
れ
て
い
な
）
34
（

い
。
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㈣
　
有
害
な
租
税
競
争
と
国
家
援
助
と
の
関
係

　
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、
直
接
税
に
つ
い
て
は
加
盟
国
に
そ
の
権
限
が
留
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
数
十
年
間
に
わ
た
り
租
税
措
置
に
対
し

て
国
家
援
助
の
審
査
を
行
う
こ
と
に
消
極
的
で
あ
っ
）
35
（

た
。

　
一
九
○
○
年
代
後
半
に
強
く
問
題
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
有
害
な
租
税
競
争
に
対
し
て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、
税
制
の
調
和
が
な
さ
れ

て
い
な
い
状
況
に
お
い
て
、
有
害
な
租
税
競
争
は
単
一
市
場
達
成
に
対
す
る
障
害
に
な
る
と
し
て
、
行
動
規
範
の
作
成
と
租
税
分
野
に
対

す
る
国
家
援
助
規
範
の
有
効
活
用
を
提
案
し
）
36
（
た
。
行
動
規
範
は
、
Ｅ
Ｕ
経
済
・
財
務
相
理
事
会
（
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｆ
Ｉ
Ｎ
）
に
よ
っ
て
採
択
さ
）
37
（

れ
、

そ
の
後
理
事
会
に
よ
っ
て
容
認
さ
れ
）
38
（
た
が
、
当
該
規
範
は
法
的
拘
束
力
を
有
さ
な
い
。
一
九
九
八
年
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、
事
業
に
係
る
直

接
税
に
関
す
る
措
置
に
対
す
る
国
家
援
助
ル
ー
ル
の
適
用
に
つ
い
て
の
通
知
を
発
表
し
）
39
（

た
。
こ
の
通
知
の
序
論
に
は
、
行
動
規
範
と
同
様

に
有
害
な
租
税
競
争
を
防
止
す
る
こ
と
、
単
一
市
場
に
お
け
る
競
争
の
歪
曲
を
是
正
す
る
た
め
に
国
家
援
助
ル
ー
ル
の
適
用
の
明
確
化
及

び
強
化
は
有
効
で
あ
る
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

二
　G

ibraltar

事
件
以
前
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
に
基
づ
く
「
選
別
性
」
概
念

㈠
　
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
租
税
措
置

　G
erm

any v Com
m
ission

事
件
判
）
40
（
決
、Adria-W

ien Pipeleine

事
件
判
）
41
（
決
及
び
そ
の
後
の
判
）
42
（
決
に
お
い
て
、
自
国
内
の
す
べ
て
の

事
業
者
に
区
別
な
く
適
用
さ
れ
る
租
税
優
遇
措
置
は
、
国
家
援
助
で
は
な
い
と
司
法
裁
判
所
は
判
示
し
た
。Adria-W

ien Pipeleine

事

件
判
決
は
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
法
律
に
よ
れ
ば
、
特
定
の
製
造
業
者
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
ガ
ス
及
び
電
気
）
を
消
費
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し
た
場
合
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
が
還
付
さ
れ
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、Adria-W

ien Pipeleine

社
は
最
初
に
こ
の
規
定
の
適

用
を
受
け
よ
う
と
し
て
申
請
し
た
が
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
所
轄
行
政
庁
は
、
当
該
申
請
を
却
下
し
、
併
せ
て
当
該
規
定
が
、
事
業
者
の
主

た
る
事
業
が
製
品
の
製
造
で
あ
る
か
ど
う
か
に
関
係
な
く
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
措
置
で
あ
る
場
合
に
、
Ｅ
Ｃ
条
約
九
二
条

一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
）
に
定
め
る
国
家
援
助
と
見
な
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
、
司
法
裁
判
所
に
先
決
付
託
し
た
。（
な
お
、

す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
租
税
措
置
と
い
う
条
件
を
付
け
ず
に
当
該
措
置
が
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
る
国
家
援
助
を
構
成
す
る
か
ど

う
か
に
つ
い
て
も
論
点
と
な
っ
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
省
略
す
る
。）Adria-W

ien Pipeleine

社
の
主
た
る
事
業
は
、
オ
イ
ル
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

の
建
設
及
び
運
営
で
あ
る
。
司
法
裁
判
所
は
、
自
国
内
の
す
べ
て
の
事
業
者
に
区
別
な
く
適
用
さ
れ
る
租
税
優
遇
措
置
は
、
Ｅ
Ｃ
条
約
九

二
条
一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
）
に
定
め
る
国
家
援
助
を
構
成
し
な
い
と
判
断
し
た
。

　
ま
た
、Belgium

 v Com
m
ission 

（M
aribel

）
事
件
判
）
43
（

決
及
び
そ
の
後
の
判
）
44
（

決
に
お
い
て
、
援
助
を
受
け
る
事
業
者
の
数
及
び
そ
れ
ら

の
事
業
者
が
属
す
る
産
業
部
門
の
多
様
性
や
重
要
性
は
、
問
題
の
措
置
が
経
済
政
策
に
お
け
る
一
般
的
な
措
置
を
構
成
す
る
こ
と
を
保
証

し
な
い
と
判
断
し
て
い
る
。

㈡
　
参
照
基
準
の
決
定
及
び
異
質
性
テ
ス
ト

　G
ibraltar

事
件
判
決
の
二
カ
月
前
に
判
決
が
下
さ
れ
たPaint G

raphos

事
件
判
決
（
二
○
一
一
年
九
月
司
法
裁
判
所
判
）
45
（
決
）
を
取
り
上

げ
、
司
法
裁
判
所
の
選
別
性
の
判
断
基
準
を
整
理
す
る
。

　
本
事
件
は
、
租
税
上
の
特
典
に
関
す
る
イ
タ
リ
ア
の
大
統
領
令
に
よ
れ
ば
、
生
産
者
及
び
労
働
者
の
協
同
組
合
は
、
法
人
税
及
び
地
方

税
の
計
算
上
、
そ
れ
ぞ
れ
の
構
成
員
に
係
る
所
得
税
が
免
除
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ
、
イ
タ
リ
ア
の
行
政
庁
はPaint G

raphos

協

同
組
合
に
対
す
る
当
該
免
税
を
否
認
し
た
た
め
、Paint G

raphos

協
同
組
合
は
イ
タ
リ
ア
国
内
裁
判
所
に
訴
え
を
提
起
し
た
。
イ
タ
リ

ア
の
裁
判
所
は
、
協
同
組
合
に
対
す
る
租
税
免
除
措
置
は
、
Ｅ
Ｃ
条
約
八
七
条
一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
）
に
規
定
す
る
禁
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止
さ
れ
る
国
家
援
助
を
構
成
す
る
か
、
と
く
に
、
国
家
援
助
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
上
で
、
当
該
措
置
の
目
的
と
の
関
係
に
お
い
て
当
該

措
置
が
比
例
的
で
あ
る
と
み
な
さ
れ
る
か
と
す
る
質
問
を
含
め
て
、
司
法
裁
判
所
に
先
決
付
託
し
た
。

　
司
法
裁
判
所
は
、
判
決
文
の
パ
ラ
グ
ラ
フ
四
八
以
降
で
選
別
性
に
つ
い
て
の
判
断
を
下
し
て
い
る
。
国
内
租
税
措
置
が
選
別
的
で
あ
る

か
ど
う
か
を
決
定
す
る
た
め
に
、「
当
該
加
盟
国
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
通
常
の
制
度
（com

m
on or norm

al regim
e

）
を
確
定
し
検
証
す

る
こ
と
か
ら
始
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
次
に
、
当
該
加
盟
国
の
租
税
制
度
の
追
求
さ
れ
た
目
的
に
照
ら
し
て
、
事
実
上
も
法
的
に
も
同

等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
を
区
別
す
る
限
り
に
お
い
て
、
当
該
措
置
が
通
常
の
制
度
か
ら
逸
脱
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
問
題
の
租
税
措
置
に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
る
あ
ら
ゆ
る
特
典
が
選
別
的
で
あ
る
か
ど
う
か
を
評
価
し
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と

判
示
し
た
。

　
こ
の
判
決
文
の
第
一
文
は
、Adria-W

ien Pipeleine

事
件
判
）
46
（

決
で
、「
問
題
の
措
置
の
追
求
さ
れ
た
目
的
に
照
ら
し
て
、
法
的
に
も

事
実
上
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
他
の
事
業
者
と
比
較
し
て
」
と
初
め
て
明
示
さ
れ
、Portuguese Republic v Com

m
ission 

事
件
判
）
47
（
決

に
お
い
て
、
問
題
の
措
置
が
選
別
的
で
あ
る
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
た
め
に
、「
措
置
が
、
法
的
に
も
事
実
上
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
他

の
事
業
者
と
比
較
し
て
特
定
の
事
業
者
に
対
す
る
便
益
を
構
成
す
る
か
ど
う
か
を
検
証
す
る
こ
と
は
適
切
で
あ
り
、
通
常
の
課
税

（norm
al taxation

）
と
比
較
し
た
と
き
に
の
み
便
益
の
存
在
が
証
明
さ
れ
う
る
こ
と
か
ら
、
参
照
基
準
（reference fram

ew
ork

）
の
決
定

は
、
租
税
措
置
が
問
題
と
な
る
場
合
に
は
、
特
に
重
要
で
あ
る
」
と
の
判
断
を
踏
襲
し
て
い
る
。

　
こ
の
判
示
は
、
措
置
が
選
別
的
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
際
に
、「
同
等
の
状
況
に
あ
る
他
の
事
業
者
」
と
比
較
し
て
当
該
措
置
が
そ
の

事
業
者
に
「
便
益
」
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
か
を
評
価
す
る
こ
と
を
要
求
し
、
そ
の
た
め
に
、
比
較
対
象
と
な
る
基
準
を
確
定
す
る
必
要

が
あ
る
こ
と
を
指
し
て
い
）
48
（
る
。
先
述
の
四
要
件
の
三
番
目
は
、
近
年
に
お
い
て
「selective advantage

」
と
示
さ
れ
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判

所
は
、
便
益
と
選
別
性
を
完
全
に
分
離
し
て
評
価
し
て
い
な
い
と
考
え
ら
れ
よ
）
49
（

う
。
す
な
わ
ち
、
選
別
性
の
判
断
に
際
し
て
、
便
益
を
享

受
す
る
企
業
グ
ル
ー
プ
と
参
照
基
準
と
な
る
ル
ー
ル
に
服
す
る
他
の
グ
ル
ー
プ
を
区
別
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
と
こ
ろ
、
こ
の
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区
別
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
た
め
に
、
便
益
が
存
在
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
参
照
基
準
を
用
い
て
判
断
し
て
い
）
50
（
る
。
本
稿
で

は
、
選
別
性
の
判
断
の
た
め
の
こ
の
最
初
の
ス
テ
ッ
プ
を
「
参
照
基
準
の
決
定
」
と
し
て
表
す
。

　
判
決
文
の
第
二
文
は
、
措
置
が
選
別
的
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
際
に
、
問
題
の
措
置
が
、
最
初
の
ス
テ
ッ
プ
で
決
定
さ
れ
た
参
照
基
準

と
比
較
し
て
、
異
質
性
を
有
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
評
価
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、「
…
…
追
求
さ
れ
た
目
的
に
照
ら
し

て
、
同
等
の
状
況
に
あ
る
他
の
事
業
者
」
と
の
比
較
に
お
い
て
、
特
定
の
事
業
者
に
対
し
て
異
質
性
を
有
す
る
措
置
を
適
用
す
る
場
合
に

は
、
問
題
の
措
置
は
選
別
的
で
あ
る
と
判
断
す
る
こ
と
に
な
る
。
本
稿
で
は
、
選
別
性
の
判
断
の
た
め
の
こ
の
第
二
の
ス
テ
ッ
プ
を
「
異

質
性
テ
ス
ト
」
と
し
て
表
）
51
（

す
。

　
本
件
に
お
い
て
は
、
法
人
税
の
計
算
に
つ
き
、
協
同
組
合
に
お
け
る
計
算
方
法
が
、
課
税
年
度
終
了
時
に
事
業
活
動
の
結
果
と
し
て
獲

得
し
た
所
得
を
基
準
に
計
算
す
る
協
同
組
合
以
外
の
事
業
者
の
計
算
方
法
と
同
じ
で
あ
る
こ
と
は
、
裁
判
所
に
提
出
さ
れ
た
情
報
か
ら
明

ら
か
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
法
人
税
は
、
問
題
の
措
置
が
選
択
的
で
あ
る
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
た
め
の
基
準
と
見
な
さ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
認
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
法
人
に
一
般
的
に
適
用
さ
れ
る
制
度
と
は
異
な
る
方
法
で
、
協
同
組
合
の
構
成
員
で
あ
る
生
産
者

又
は
労
働
者
に
課
さ
れ
る
所
得
税
が
、
協
同
組
合
の
法
人
税
の
計
算
上
控
除
さ
れ
る
こ
と
は
、
営
利
目
的
の
企
業
に
は
与
え
ら
れ
て
い
な

い
租
税
上
の
特
典
を
当
該
組
合
に
付
与
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
と
し
、
当
該
特
典
は
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
可
能
で
は
な
い
と
判
断
さ

れ
た
。

　
本
件
に
お
い
て
、
司
法
裁
判
所
は
、
問
題
の
措
置
が
本
判
決
で
示
し
た
条
件
を
す
べ
て
充
足
し
た
場
合
に
限
り
、
禁
止
さ
れ
る
国
家
援

助
を
構
成
す
る
と
し
、
参
照
基
準
に
つ
い
て
は
右
の
よ
う
に
判
断
を
下
し
た
と
こ
ろ
、
同
等
の
状
況
に
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
一

般
的
に
協
同
組
合
は
営
利
企
業
と
比
べ
て
所
得
が
か
な
り
少
な
く
、
原
則
と
し
て
は
、
当
該
会
社
と
同
等
の
状
況
に
あ
る
と
は
見
な
さ
れ

な
い
と
述
べ
る
に
と
ど
ま
り
、
本
件
に
お
け
る
協
同
組
合
に
係
る
同
等
性
に
つ
い
て
は
加
盟
国
の
裁
判
所
の
判
断
に
委
ね
て
い
る
。
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㈢
　
正
当
化

　
租
税
制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な
構
造
か
ら
直
接
的
に
も
た
ら
さ
れ
る
選
別
の
場
合
に
は
、
問
題
の
措
置
は
正
当
化
さ
れ
る
こ
と
が
判

例
で
示
さ
れ
て
い
）
52
（

る
。
問
題
の
措
置
が
正
当
化
さ
れ
る
と
は
、
問
題
の
措
置
が
選
別
的
で
な
い
と
見
な
さ
れ
る
こ
と
を
意
味
す
）
53
（

る
。
こ
の

租
税
制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な
構
造
か
ら
生
じ
る
こ
と
を
理
由
に
、
問
題
の
措
置
を
正
当
化
す
る
た
め
に
は
、
加
盟
国
が
そ
れ
を
証
明

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
）
54
（

い
。
関
係
す
る
加
盟
国
が
、
当
該
措
置
が
租
税
制
度
の
基
本
原
則
又
は
基
本
理
念
（guiding principles

）
に
直
接
基

因
す
る
こ
と
を
証
明
し
た
場
合
、
一
般
的
な
租
税
制
度
の
適
用
の
例
外
を
構
成
す
る
よ
う
な
措
置
は
、
租
税
制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な

構
造
を
理
由
に
正
当
化
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
関
し
て
、
租
税
制
度
の
外
部
的
な
目
的
と
、
そ
の
よ
う
な
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な

そ
の
租
税
制
度
に
内
在
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
と
を
区
別
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
）
55
（

い
。
そ
し
て
、
問
題
の
措
置
が
正
当
化
さ
れ
る
た
め
に
は
、
内

在
す
る
目
的
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
納
税
者
は
事
実
上
及
び
法
的
に
異
な
る
状
況
に
あ
る
と
見
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
り
、
ま
た
、
外
部
的

な
目
的
（
例
え
ば
、
社
会
的
又
は
地
域
的
な
目
的
）
に
よ
り
、
問
題
の
措
置
は
正
当
化
さ
れ
る
こ
と
は
で
き
な
）
56
（

い
。

　
さ
ら
に
、
問
題
と
な
る
租
税
措
置
が
租
税
制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な
構
造
か
ら
生
じ
る
こ
と
を
理
由
に
正
当
化
さ
れ
る
た
め
に
は
、

当
該
措
置
は
比
例
性
原
則
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
当
該
措
置
の
目
的
達
成
の
た
め
に
、
適
切
か
つ
必
要
な
範
囲
を

超
え
な
い
こ
と
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
）
57
（
る
。
こ
れ
は
、
自
由
移
動
規
定
に
お
い
て
正
当
化
事
由
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
比
例
性
原
則
を
遵

守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
同
様
で
あ
）
58
（

る
。

㈣
　
小
　
括

　Paint G
raphos

事
件
判
決
ま
で
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
選
別
性
概
念
の
判
断
枠
組
み
は
、
次
の
三
つ
の
ス
テ
ッ
プ
か
ら
な
る
。

第
一
に
、
参
照
基
準
の
決
定
、
第
二
に
、
問
題
の
措
置
が
参
照
基
準
か
ら
逸
脱
し
て
い
る
か
ど
う
か
（
異
質
性
テ
ス
ト
）、
第
三
に
、
租
税
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制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な
構
造
か
ら
正
当
化
さ
れ
る
か
ど
う
か
、
と
な
る
。
本
稿
で
は
、
こ
の
三
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
よ
る
判
断
基
準
に

つ
き
、
三
段
階
基
準
と
し
て
表
す
。
こ
の
三
段
階
基
準
は
、
主
と
し
て
租
税
措
置
の
選
別
性
を
判
断
す
る
場
合
に
適
用
さ
れ
て
き
）
59
（

た
。

三 
　G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
よ
る
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の

　
　
新
た
な
判
断
基
準
と
そ
の
後
の
判
決

㈠
　G

ibraltar

事
件
判
決
（
二
〇
一
一
年
一
一
月
司
法
裁
判
所
判
決
）

1
　
事
実
関
係

　
二
○
○
二
年
八
月
、
英
国
は
、
Ｅ
Ｃ
条
約
八
八
条
三
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
八
条
三
項
）
に
従
い
、
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
政
）
60
（
府
に
よ
る
法

人
税
制
の
改
正
を
Ｅ
Ｕ
委
員
会
に
通
知
し
た
。
こ
の
改
正
は
、
従
来
の
制
度
を
廃
止
し
、
新
た
に
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
に
所
在
す
る
事
業
者
に

登
記
費
用
（
固
定
金
額
）、
賃
金
税
（
従
業
員
一
人
あ
た
り
年
間
三
○
○
○
ポ
ン
ド
）
及
び 

Ｂ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
（
事
業
用
資
産
の
所
有
に
係
る
租
税
で
あ
り
、

資
産
の
価
格
に
一
定
率
を
乗
じ
て
算
出
す
る
。）
を
課
す
も
の
で
あ
り
、
賃
金
税
及
び
Ｂ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
は
法
人
所
得
の
一
五
％
を
上
限
と
し
た
も
の

で
あ
っ
た
。

　
当
該
制
度
は
、
所
得
が
発
生
し
な
い
企
業
及
び
実
体
の
な
い
企
業
（
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
の
旧
制
度
に
よ
れ
ば
、
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
を

exem
pt com

panies

とqualifying com
panies

と
に
区
分
し
、
前
者
は
実
体
の
な
い
企
業
を
意
味
す
る
。）
に
対
す
る
援
助
を
構
成
す
る
も
の
と
し

て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
決
定
処
分
を
下
し
た
。
す
な
わ
ち
、
所
得
が
発
生
し
な
い
企
業
は
、
賃
金
税
及
び
Ｂ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
の
上
限
が
ゼ
ロ
と
な
り
、

ま
た
、
実
体
の
な
い
企
業
は
、
従
業
員
を
雇
用
せ
ず
、
事
業
用
資
産
も
有
し
な
い
こ
と
か
ら
、
賃
金
税
及
び
Ｂ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
は
生
じ
な
い
。
Ｅ

Ｕ
委
員
会
の
審
査
に
よ
れ
ば
、
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
の
企
業
の
多
く
は
、exem

pt com
panies

に
区
分
さ
れ
る
実
体
の
な
い
企
業
で
あ
っ
た
。
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こ
れ
に
対
し
て
、
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
政
府
と
英
国
は
、
Ｅ
Ｕ
総
合
裁
判
所
（
第
一
審
）
に
当
該
決
定
の
無
効
を
訴
え
た
と
こ
）
61
（
ろ
、
ジ
ブ
ラ

ル
タ
ル
政
府
と
英
国
の
主
張
が
認
め
ら
れ
た
た
め
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
が
司
法
裁
判
所
に
上
訴
し
た
。

　
総
合
裁
判
所
は
、
判
決
文
の
パ
ラ
グ
ラ
フ
一
四
一
以
降
で
、
実
体
的
な
選
別
性
に
つ
い
て
の
判
断
を
下
し
て
い
る
。
総
合
裁
判
所
は
、

参
照
基
準
の
決
定
、
異
質
性
テ
ス
ト
及
び
正
当
化
と
い
う
、
従
来
の
判
例
に
基
づ
く
判
断
を
示
し
た
上
で
、
参
照
基
準
を
決
定
し
そ
れ
を

立
証
す
る
責
任
は
Ｅ
Ｕ
委
員
会
に
あ
り
、
こ
の
立
証
が
な
さ
れ
て
初
め
て
正
当
化
さ
れ
る
か
ど
う
か
を
検
証
す
る
も
の
で
あ
る
と
し
た
。

ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
政
府
は
、
当
該
税
制
は
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
経
済
の
性
格
を
反
映
し
て
お
り
、
す
な
わ
ち
、
限
ら
れ
た
人
材
、
中
小
企
業
の
多

さ
、
行
政
規
模
を
鑑
み
れ
ば
、
簡
素
な
税
制
が
望
ま
し
い
こ
と
、
担
税
力
及
び
二
重
負
担
を
考
慮
し
て
上
限
を
法
人
所
得
の
一
五
％
に
し

た
こ
と
等
を
主
張
し
、
通
常
の
税
制
、
原
則
的
な
税
制
や
例
外
的
で
異
質
な
税
制
と
い
っ
た
区
別
は
な
く
、
当
該
改
正
税
制
が
あ
る
の
み

で
あ
る
と
し
た
。
他
方
で
、
総
合
裁
判
所
は
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
参
照
す
べ
き
基
準
と
な
る
税
制
を
確
定
し
立
証
し
な
か
っ
た
と
判
断
し
た
。

2
　
司
法
裁
判
所
の
判
旨

　
最
初
に
、
こ
れ
ま
で
の
判
例
で
確
立
し
た
基
準
、
す
な
わ
ち
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
措
置
は
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
を
構

成
し
な
い
こ
と
、
参
照
基
準
の
決
定
及
び
異
質
性
テ
ス
ト
に
つ
い
て
述
べ
、「
選
別
的
な
特
典
は
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
区
別
な
く
適
用

さ
れ
る
一
般
的
な
措
置
に
基
づ
く
特
典
で
は
な
く
、
国
家
援
助
の
概
念
の
範
囲
内
に
あ
る
」
と
）
62
（
し
、
本
件
に
お
け
る
所
得
が
発
生
す
る
こ

と
に
基
づ
く
措
置
及
び
上
限
を
設
け
る
措
置
は
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
区
別
な
く
適
用
さ
れ
る
一
般
的
措
置
で
あ
り
、
選
別
的
な
措
置
で

は
な
い
と
し
た
。

　
そ
し
て
、
総
合
裁
判
所
の
判
断
に
基
づ
き
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
に
対
し
て
生
じ
る
特
典
に
つ
い
て
検
証
し
た
。
Ｅ
Ｃ
条
約
八
七
条

一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
）
は
、「
援
助
措
置
の
理
由
又
は
目
的
を
区
別
す
る
の
で
は
な
く
、
当
該
措
置
の
効
果
を
定
め
て
い

る
」
と
す
る
一
九
七
四
年
のItaly v Com

m
ission

事
件
判
）
63
（
決
、
及
び
そ
の
後
の
判
）
64
（
決
で
示
さ
れ
た
判
断
か
ら
、「
総
合
裁
判
所
の
ア
プ
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ロ
ー
チ
は
、
税
制
改
正
で
用
い
ら
れ
た
規
制
的
手
法
（regulatory technique

）
の
み
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
問
題
の
措
置
を
考
慮
し
て

い
な
）
65
（

い
」
と
し
、
ま
た
、
総
合
裁
判
所
は
、
問
題
の
措
置
を
全
体
と
し
て
（as a w

hole

）
評
価
し
て
い
な
い
と
述
べ
て
、
問
題
の
措
置

の
特
徴
か
ら
、「
た
と
え
当
該
制
度
が
一
般
的
な
性
質
を
有
し
て
い
た
と
し
て
も
、
所
得
の
発
生
及
び
法
人
所
得
の
一
五
％
を
上
限
と
す

る
条
件
を
要
す
る
賃
金
税
と
Ｂ
Ｐ
Ｏ
Ｔ
こ
れ
ら
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
っ
て
、
実
際
に
は
、
当
該
制
度
は
提
案
さ
れ
た
税
制
改
正
の
目
的
に

関
し
て
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
差
別
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
（
傍
線
筆
者
）」
と
示
し
）
66
（

た
。

　
さ
ら
に
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
区
別
な
く
適
用
さ
れ
る
一
般
的
措
置
は
、
援
助
措
置
で
は
な
い
と
す
る
こ
れ
ま
で
の
判
例
で
示
さ
れ
て

き
た
解
釈
に
対
し
て
、
一
般
的
に
適
用
さ
れ
る
措
置
で
あ
っ
て
も
異
な
る
租
税
負
担
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、「
一
般
的
に
適
用
さ
れ
る
か

ど
う
か
は
Ｅ
Ｃ
条
約
八
七
条
一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
）
に
定
め
る
租
税
の
選
別
性
を
確
定
す
る
に
は
十
分
と
は
言
え
な

い
）
67
（

」
と
述
べ
た
。
一
般
的
措
置
で
あ
っ
て
も
選
別
的
な
特
典
を
与
え
る
と
認
識
さ
れ
う
る
た
め
に
、「
租
税
制
度
に
よ
っ
て
採
用
さ
れ
る

評
価
の
基
礎
と
な
る
基
準
と
し
て
、
例
え
ば
、
受
領
者
で
あ
る
企
業
の
特
徴
を
描
写
す
る
よ
う
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
れ
ら
の

企
業
に
特
有
な
性
質
か
ら
、
特
権
的
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
（privileged category

）
と
し
て
、
Ｅ
Ｃ
条
約
八
七
条
一
項
（
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○

七
条
一
項
）
に
定
め
る
『
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
生
産
を
優
遇
す
る
』
も
の
と
し
て
当
該
制
度
に
認
識
さ
れ
る
よ
う
に
考
慮

さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
）
68
（

い
」
と
判
示
し
た
。
そ
し
て
、
本
件
に
お
い
て
は
、
こ
の
点
に
特
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
、「
問

題
の
税
制
改
正
は
、
雇
用
者
も
事
業
用
資
産
も
有
し
な
い
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
に
対
し
て
、
課
税
ベ
ー
ス
を
ゼ
ロ
に
す
る
よ
う
に
企

図
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
問
題
と
な
る
税
制
改
正
に
お
け
る
課
税
ル
ー
ル
は
、
そ
の
偶
発
的
な
結
果
と
し
て
で
は
な
く
、
必
然
的
な
結

果
と
し
て
、
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
に
租
税
を
課
さ
な
い
」
も
の
で
あ
っ
）
69
（

て
、
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
が
そ
の
特
徴
的
な
性
質
か
ら

租
税
回
避
を
す
る
と
い
う
事
実
は
、
そ
の
よ
う
な
事
業
者
が
選
別
的
な
特
典
を
享
受
す
る
も
の
で
あ
る
と
述
べ
た
。
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㈡
　W

orld D
uty Free G

roup

事
件
判
決
（
二
○
一
六
年
一
二
月
司
法
裁
判
所
判

）
70
（決

）

1
　
事
実
関
係

　
ス
ペ
イ
ン
の
法
人
税
法
に
よ
れ
ば
、
ス
ペ
イ
ン
に
お
い
て
納
税
義
務
者
で
あ
る
事
業
者
は
、
外
国
法
人
の
株
式
を
五
％
以
上
購
入
し
当

該
株
式
を
一
年
以
上
継
続
し
て
保
有
す
る
場
合
は
、
株
式
保
有
に
基
づ
く
営
業
権
の
償
却
費
を
損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
ス
ペ
イ
ン
で
設
立
さ
れ
た
法
人
の
株
式
を
購
入
し
た
場
合
に
生
じ
る
営
業
権
（
合
併
等
の
一
定
の
組
織
再
編
の
場
合

に
生
じ
る
営
業
権
を
除
く
）
の
償
却
費
の
損
金
の
額
へ
の
算
入
は
認
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
外
国
法
人
に
分
類
さ

れ
る
た
め
に
は
、
ス
ペ
イ
ン
に
お
い
て
租
税
に
服
し
、
か
つ
、
そ
の
所
得
は
主
と
し
て
国
外
に
お
け
る
事
業
活
動
か
ら
生
じ
る
も
の
で
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
条
件
が
課
さ
れ
て
い
た
。
二
○
○
五
年
及
び
そ
の
翌
年
に
欧
州
議
会
の
メ
ン
バ
ー
に
よ
っ
て
、
ス
ペ
イ
ン
の
当

該
制
度
は
国
家
援
助
を
構
成
す
る
の
で
は
な
い
か
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
に
質
問
し
た
こ
と
を
発
端
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
に
よ
る
調

査
が
開
始
さ
れ
、
当
該
措
置
は
特
定
の
取
引
を
行
う
事
業
者
を
優
遇
す
る
も
の
と
し
て
、
決
定
処
分
を
下
し
た
。

　
こ
れ
に
対
し
て
、
当
該
制
度
の
適
用
を
受
け
た
企
業
は
、
総
合
裁
判
所
（
第
一
審
）
に
当
該
決
定
の
無
効
を
訴
え
た
と
こ
）
71
（

ろ
、
そ
の
主

張
は
認
め
ら
れ
た
た
め
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
が
司
法
裁
判
所
に
上
訴
し
た
。

　
総
合
裁
判
所
は
、
問
題
の
ス
ペ
イ
ン
の
措
置
は
、
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
生
産
を
目
的
と
し
て
い
る
の
で
は
な
く
、
経
済

的
取
引
の
分
類
に
基
づ
い
て
適
用
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
、
外
国
法
人
の
株
式
を
一
年
以
上
継
続
し
て
五
％
以
上
有
し
て
い
る
す

べ
て
の
株
主
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
問
題
の
措
置
は
あ
ら
ゆ
る
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
事
業
者
に
対
し
て
特
典
を
与
え
る
こ
と
を
排
除
す
る

も
の
で
は
な
い
、
と
判
示
し
た
。
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2
　
司
法
裁
判
所
の
判
旨

　
司
法
裁
判
所
は
、
第
一
に
、「
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
の
意
味
に
お
い
て
、
国
家
援
助
の
概
念
の
構
成
要
素
で
あ
る
選
別
的
な

特
典
に
関
す
る
条
件
は
、
特
定
の
法
制
度
下
で
、
国
家
の
措
置
が
そ
れ
に
よ
っ
て
追
求
さ
れ
た
目
的
に
照
ら
し
て
、
事
実
上
も
法
的
に
も

同
等
の
状
況
に
あ
り
、
実
質
的
に
は
差
別
的
で
あ
る
と
分
類
さ
れ
う
る
（be classified as discrim

inatory

）
異
な
る
取
扱
い
を
受
け
る
他

の
事
業
者
と
比
べ
て
、『
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
生
産
』
を
優
遇
す
る
も
の
で
あ
る
か
ど
う
か
の
決
定
を
必
要
と
す
）
72
（

る
」
と

述
べ
た
。
こ
の
文
言
は
、
こ
れ
ま
で
の
裁
判
例
で
も
用
い
ら
れ
て
い
た
が
、
本
判
決
に
お
い
て
は
、
明
示
的
に
「
差
別
」
と
い
う
文
言
を

用
い
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
れ
ま
で
の
裁
判
例
に
お
い
て
示
さ
れ
て
き
た
基
準
、
す
な
わ
ち
、
参
照
基
準
の
決
定
、
異
質
性
テ
ス
ト
及
び

正
当
化
に
つ
い
て
述
べ
た
後
、
問
題
の
措
置
が
事
実
上
も
法
的
に
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
差
別
を
生
じ
さ
せ
る
場
合
に
当
該

措
置
は
選
別
的
で
あ
る
こ
と
を
繰
り
返
し
述
べ
た
。

　
本
件
に
お
け
る
問
題
の
措
置
は
、
ス
ペ
イ
ン
で
租
税
上
の
居
住
者
と
さ
れ
る
事
業
者
が
外
国
法
人
の
株
式
の
五
％
以
上
を
取
得
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
生
じ
る
の
れ
ん
に
つ
い
て
、
償
却
に
よ
っ
て
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
控
除
す
る
と
い
う
租
税
上
の
特
典
を
与
え
る
も
の

で
あ
る
。
当
該
措
置
は
、
そ
の
よ
う
な
取
引
を
行
う
す
べ
て
の
事
業
者
に
特
典
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
こ
の
よ
う
な
一
般
的
適

用
に
お
け
る
租
税
上
の
特
典
を
与
え
る
よ
う
な
措
置
は
、
加
盟
国
の
租
税
制
度
に
追
求
さ
れ
る
目
的
に
照
ら
し
て
租
税
上
の
特
典
を
享
受

す
る
事
業
者
及
び
享
受
し
な
い
事
業
者
が
事
実
上
も
法
的
に
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
実
際
の
効
果
に
よ
れ
ば
、

そ
れ
ら
の
事
業
者
に
対
し
て
異
な
る
取
扱
い
を
す
る
と
示
さ
れ
た
。

　
そ
し
て
、
問
題
の
措
置
の
効
果
に
着
目
し
、
事
実
上
も
法
的
に
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
実
際
に
差
別
を
生
じ
さ
せ
る
措
置

は
選
別
的
で
あ
る
と
示
し
たG

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
か
ら
、「
実
際
に
、
措
置
が
選
別
的
で
あ
る
こ
と
を
認
定
す
る
た
め
に
は
、

租
税
措
置
が
通
常
の
租
税
制
度
か
ら
逸
脱
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
が
、
当
該
措
置
の
効
果
が
事
業
者
の
二
つ

の
カ
テ
ゴ
リ
ー
、
す
な
わ
ち
、
逸
脱
し
た
措
置
の
範
囲
内
に
入
る
者
と
通
常
の
税
制
の
範
囲
内
に
入
る
者
が
区
別
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
た
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め
に
異
な
る
取
扱
い
に
服
す
る
場
合
、
そ
の
制
度
が
追
求
す
る
目
的
に
照
ら
し
て
二
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
は
同
等
の
状
況
に
あ
る
が
、
異
な

る
取
扱
い
に
服
し
て
い
る
と
い
う
事
実
が
重
要
で
あ
）
73
（

る
」
と
示
し
た
。
さ
ら
に
、
司
法
裁
判
所
は
、「
重
要
な
こ
と
は
、
使
用
さ
れ
て
い

る
措
置
の
形
式
や
立
法
趣
旨
に
か
か
わ
ら
ず
、
関
連
す
る
租
税
制
度
が
追
求
す
る
目
的
に
照
ら
し
て
、
す
べ
て
の
事
業
者
が
事
実
上
も
法

的
に
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
と
し
て
も
、
特
定
の
事
業
者
が
他
の
事
業
者
よ
り
も
優
遇
さ
れ
て
い
る
状
況
に
あ
る
と
い
う
効
果
を
有
す
る

こ
と
で
あ
る
（
傍
線
筆
）
74
（

者
）」
と
強
調
し
た
。

　
司
法
裁
判
所
は
、
問
題
の
措
置
が
、
同
等
の
状
況
に
あ
る
ス
ペ
イ
ン
の
居
住
法
人
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
内
国
法
人
の
株
式
を
購

入
す
る
居
住
法
人
に
適
用
さ
れ
る
措
置
と
は
異
な
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
効
果
を
鑑
み
れ
ば
、
参
照
基
準
か
ら
逸
脱
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

当
該
措
置
が
選
別
的
で
あ
る
と
す
る
Ｅ
Ｕ
委
員
会
の
主
張
を
認
め
た
。

㈢
　
小
　
括

　
こ
の
二
つ
の
事
件
は
、
簡
単
に
言
え
ば
、
Ｘ
と
い
う
措
置
は
Ａ
グ
ル
ー
プ
に
も
Ｂ
グ
ル
ー
プ
に
も
適
用
さ
れ
る
（W

orld D
uty Free 

G
roup

事
件
の
場
合
は
、
実
際
に
は
Ｂ
グ
ル
ー
プ
に
の
み
適
用
さ
れ
る
）
と
こ
ろ
、
そ
の
適
用
の
結
果
、
Ｂ
グ
ル
ー
プ
は
租
税
の
減
免
と
い
う
特

典
が
も
た
ら
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
こ
れ
は
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
で
異
な
る
取
扱
い
を
す
る
差
別
に
当
た
る
と
し
て
、
Ｘ
措
置

は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
る
国
家
援
助
で
あ
る
と
さ
れ
た
。

　G
ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
の
位
置
づ
け
は
、G

ibraltar
事
件
以
前
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
に
基
づ
く
「
選
別
性
」
の
判
断

基
準
で
あ
る
参
照
基
準
の
決
定
、
異
質
性
テ
ス
ト
、
租
税
制
度
の
性
質
又
は
全
体
的
な
構
造
か
ら
正
当
化
さ
れ
る
か
ど
う
か
と
す
る
三
段

階
基
準
に
よ
る
も
の
と
は
異
な
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
こ
の
三
段
階
基
準
は
、
そ
の
前
提
に
は
す
べ
て
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
る
一

般
的
な
措
置
は
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
る
国
家
援
助
を
構
成
し
な
い
と
い
う
こ
と
に
あ
っ
た
と
こ
ろ
、G

ibraltar

事
件

司
法
裁
判
所
判
決
に
お
い
て
、
一
般
的
な
措
置
で
あ
っ
て
も
、
差
別
が
生
じ
る
な
ら
ば
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
る
国
家
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援
助
を
構
成
す
る
場
合
が
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

　
こ
の
よ
う
に
、
問
題
の
措
置
と
は
別
に
一
般
的
な
措
置
が
存
在
し
な
い
場
合
、
す
な
わ
ち
、
一
般
的
な
措
置
の
み
が
存
在
す
る
場
合
に

お
い
て
、
当
該
一
般
的
な
措
置
が
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
実
際
に
差
別
を
生
じ
さ
せ
、
結
果
と
し
て
選
別
的
な
特
典
を
特
定
の

事
業
者
に
の
み
付
与
す
る
こ
と
に
な
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
三
段
階
基
準
は
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
選
別
性
の
判
断
の
枠
組
み
と
し
て

機
能
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
）
75
（

ら
、G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
よ
っ
て
三
段
階
基
準
と
は
異
な
る
基
準
が
明
示
さ
れ
た

と
思
わ
れ
る
。

　
し
か
し
な
が
ら
、G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
本
判
決
で
示
し
た
判
断
枠
組
と
三
段
階
基
準
の
関
係
、
す
な
わ
ち
、
本
判

決
で
示
し
た
判
断
基
準
は
、
そ
れ
ま
で
の
三
段
階
基
準
を
取
り
替
え
る
も
の
で
あ
る
の
か
、
両
基
準
は
併
存
す
る
が
優
劣
関
係
が
あ
る
の

か
、
又
は
、
一
方
が
原
則
で
あ
り
他
方
が
例
外
と
し
て
用
い
ら
れ
る
の
か
に
つ
い
て
明
ら
か
に
し
て
い
な
）
76
（

い
。W

orld D
uty Free 

G
roup

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
選
別
性
概
念
に
は
「
通
常
の
租
税
制
度
か
ら
の
逸
脱
は
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
」
と
述
べ
て
お
り
、

異
質
性
テ
ス
ト
は
、
選
別
性
概
念
の
判
断
に
お
い
て
十
分
条
件
で
は
あ
る
が
必
要
条
件
で
は
な
い
と
い
え
よ
）
77
（

う
。

　
こ
の
二
つ
の
司
法
裁
判
所
判
決
で
示
さ
れ
た
選
別
性
の
判
断
基
準
の
キ
ー
ワ
ー
ド
は
、「（
規
制
的
手
法
で
は
な
く
）
効
果
」、「
同
等
性
」

及
び
「
差
別
」
と
な
ろ
）
78
（

う
。
そ
し
て
、
効
果
及
び
同
等
性
に
つ
い
て
は
、
租
税
に
関
す
る
国
家
援
助
問
題
に
関
す
る
訴
訟
に
お
い
て
、
従

前
よ
り
用
い
ら
れ
て
き
た
と
こ
ろ
、G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
お
い
て
、
明
示
さ
れ
た
差
別
と
い
う
キ
ー
ワ
ー
ド
と
共
に
、

三
段
階
基
準
と
は
異
な
る
基
準
が
築
か
れ
た
と
言
わ
れ
て
い
）
79
（

る
。
こ
の
点
に
つ
き
、
二
つ
の
基
準
の
関
係
性
を
含
め
て
、
詳
細
な
考
察
は

次
章
で
行
う
。
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四
　
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
「
選
別
性
」
概
念
に
関
す
る
考
察

㈠
　
二
つ
の
事
件
の
司
法
裁
判
所
判
決
に
対
す
る
批
判

　G
ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
の
課
税
権
は
維
持
さ
れ
る
と
考
え
て
い
た
多
く
の
実
務
家
を
驚
か
せ
、
こ
れ

ら
の
実
務
家
は
、
租
税
措
置
に
お
け
る
選
別
性
概
念
を
新
た
に
広
く
解
釈
す
る
こ
と
は
法
的
安
定
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
資
さ
な
い
と
し

て
批
判
し
た
。
他
方
で
、
司
法
裁
判
所
は
選
別
性
概
念
に
新
た
な
基
準
を
導
入
し
た
に
過
ぎ
ず
、
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
に
お
け
る
競
争
に
対
す

る
国
家
援
助
統
制
に
お
い
て
新
た
な
時
代
の
到
来
を
告
げ
て
い
）
80
（
る
と
す
る
好
意
的
な
意
見
も
あ
る
。
批
判
的
な
意
見
に
は
、
具
体
的
に
は

次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
る
。

　G
ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
「
効
果
」
の
意
味
を
明
ら
か
に
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
さ
ら
に
争
訟
が

増
え
る
で
あ
ろ
う
こ
）
81
（
と
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
は
そ
の
解
釈
に
お
い
て
非
常
に
決
議
論
的
（casuistic

）
で
あ
り
実
体
的
な
選
別
性
の
概
念

を
広
範
な
も
の
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
地
域
的
な
選
別
性
の
判
断
基
準
の
よ
う
に
法
的
安
定
性
を
確
保
で
き
な
い
こ
）
82
（

と
、
法
的
安
定
性
の

望
ま
し
い
レ
ベ
ル
を
確
保
で
き
な
い
こ
）
83
（
と
、
そ
の
時
々
で
Ｅ
Ｕ
委
員
会
に
都
合
の
い
い
判
決
を
下
し
て
い
）
84
（
る
と
す
る
意
見
が
あ
る
。

　
こ
れ
ら
の
意
見
は
、
Ｅ
Ｕ
法
の
基
本
原
則
で
あ
る
法
的
安
定
）
85
（

性
を
確
保
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
鑑
み
れ
ば
、
理
解
で
き
る
と
こ
ろ
で
あ

る
）
86
（

。
新
た
に
示
さ
れ
た
基
準
は
、
形
式
的
な
判
断
基
準
で
な
い
こ
と
か
ら
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
及
び
Ｅ
Ｕ
委
員
会
の
裁
量
に
よ
っ
て
、
選

別
性
概
念
の
外
縁
は
自
由
に
拡
張
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
か
ら
で
あ
）
87
（
る
。
他
方
で
、
こ
の
新
し
い
基
準
を
認
め
ず
、

三
段
階
基
準
に
よ
っ
て
の
み
選
別
性
を
判
断
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
加
盟
国
は
、
問
題
の
措
置
を
正
当
化
す
る
た
め
の
あ
ら
ゆ
る
政
策
目
的

を
も
っ
て
、
問
題
の
措
置
が
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
に
該
当
す
る
こ
と
を
避
け
る
よ
う
に
し
、
そ
の
結
果
、
国
家
援
助
統
制
の
有
効
性
に

疑
問
が
生
じ
る
こ
と
も
考
え
う
）
88
（

る
。
特
に
、G

ibraltar

事
件
に
お
い
て
は
、
問
題
の
措
置
が
、
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
に
対
す
る
租
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税
優
遇
措
置
で
あ
る
こ
と
が
問
題
視
さ
れ
、
有
害
な
租
税
競
争
を
も
た
ら
す
も
の
と
し
て
、
対
策
を
講
じ
る
必
要
性
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

司
法
裁
判
所
は
、
三
段
階
基
準
と
は
異
な
る
基
準
に
よ
っ
て
、
問
題
の
措
置
は
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
に
あ
た
る
と
判
断
し
た
よ
う
に
思

わ
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
判
断
基
準
は
、
ま
っ
た
く
新
し
い
基
準
で
は
な
く
、
効
果
及
び
同
等
性
に
つ
い
て
は
従
前
よ
り
繰
り
返

さ
れ
て
き
た
判
断
基
準
と
い
え
よ
う
。
こ
の
点
に
つ
い
て
の
詳
細
は
後
述
す
る
。
そ
し
て
、
司
法
裁
判
所
は
、
問
題
の
措
置
の
効
果
を
見

た
場
合
に
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
差
別
が
生
じ
る
な
ら
ば
、
そ
の
よ
う
な
措
置
は
禁
止
さ
れ
る
国
家
援
助
で
あ
る
と
す
る
基
準

を
導
い
た
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

　
し
か
し
な
が
ら
、W

orld D
uty Free G

roup

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
疑
問
の
残
る
判
断
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
司
法
裁
判
所

は
、
ス
ペ
イ
ン
の
居
住
法
人
が
法
的
に
も
事
実
上
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
場
合
に
、
内
国
法
人
の
株
式
を
購
入
す
る
ス
ペ
イ
ン
の
居
住
法

人
に
は
与
え
ら
れ
な
い
特
典
を
外
国
法
人
の
株
式
を
購
入
す
る
ス
ペ
イ
ン
の
居
住
法
人
は
享
受
し
て
い
る
と
し
、
両
法
人
間
に
差
別
が
存

在
す
る
と
判
断
し
た
。
こ
の
よ
う
な
差
別
に
つ
い
て
、N

icolaides

教
授
の
意
）
89
（
見
を
引
用
し
考
察
す
る
。
租
税
制
度
は
非
常
に
複
雑
で
あ

り
、
ま
た
納
税
者
は
投
資
、
人
員
計
画
、
研
究
開
発
な
ど
多
く
の
選
択
肢
を
有
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
選
択
は
税
効
果
に
影
響
を
与

え
、
所
得
が
同
額
で
あ
る
法
人
で
あ
っ
て
も
納
税
額
が
異
な
る
場
合
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
国
家
援
助
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
断

に
お
い
て
、
決
め
手
と
な
る
要
素
は
、
納
税
者
が
そ
の
よ
う
な
選
択
を
し
た
後
に
異
な
る
租
税
上
の
取
扱
い
に
服
す
る
こ
と
で
は
な
く
、

選
択
前
に
同
等
の
取
扱
い
に
服
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
雇
用
者
数
が
増
加
し
た
場
合
に
租
税
上
の
特
典
を
享
受
で
き
る
制
度

が
あ
る
と
す
る
。
一
般
的
に
は
、
当
該
制
度
は
国
家
援
助
を
構
成
し
な
い
だ
ろ
う
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
す
べ
て
の
事
業
者
に
対
し
て
適
用
可

能
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
、
新
規
雇
用
者
を
採
用
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
事
業
者
は
、
同
様
の
決
定
を
し
な
か
っ
た
事
業

者
に
は
与
え
ら
れ
な
い
特
典
を
享
受
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
は
、
租
税
制
度
に
お
い
て
は
当
然
の
結
果
で
あ
る
。
特
典

を
得
る
こ
と
を
選
択
し
な
か
っ
た
事
業
者
が
、
特
典
を
得
ら
れ
な
い
こ
と
が
問
題
で
は
な
く
、
法
に
よ
っ
て
特
典
を
与
え
ら
れ
な
い
こ
と

が
問
題
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
例
示
し
た
措
置
は
、
特
典
を
生
じ
さ
せ
る
も
の
で
は
あ
る
が
、
選
別
的
で
な
い
と
考
え
ら
れ
よ
う
。
本
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件
に
つ
い
て
言
え
ば
、
外
国
法
人
の
株
式
を
購
入
し
た
事
業
者
は
優
遇
さ
れ
る
こ
と
は
事
実
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
当
該
事
業
者
が
特
典
を

得
る
た
め
の
選
択
を
し
た
に
す
ぎ
ず
、
ス
ペ
イ
ン
の
す
べ
て
の
居
住
法
人
は
こ
の
よ
う
な
選
択
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
、

N
icolaides

教
授
は
、
内
国
法
人
又
は
外
国
法
人
の
株
式
を
購
入
す
る
選
択
を
す
る
前
の
状
況
で
差
別
の
状
況
を
考
慮
す
べ
き
で
あ
る
と

述
べ
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
司
法
裁
判
所
の
判
断
に
よ
れ
ば
、
選
別
性
概
念
は
過
剰
に
拡
大
さ
れ
て
い
る
と
結
論
づ
け
て
い
る
。

　G
ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
で
示
さ
れ
た
選
別
性
の
判
断
基
準
は
、
あ
く
ま
で
も
三
段
階
基
準
の
補
完
と
し
て
用
い
る
べ
き
で

あ
）
90
（
る
と
す
る
意
見
も
あ
る
と
こ
ろ
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
補
完
的
に
新
た
な
基
準
を
用
い
る
か
ど
う
か
を
定
め
て
お
か
な
け
れ
ば
、
先
に

述
べ
た
よ
う
に
法
的
安
定
性
が
確
保
で
き
な
い
等
の
問
題
が
生
じ
る
だ
ろ
う
。
租
税
措
置
に
関
す
る
事
件
で
は
な
い
が
、
ド
イ
ツ
の

リ
ュ
ー
ベ
ッ
ク
空
港
を
利
用
す
る
航
空
機
に
は
空
港
使
用
料
を
免
除
す
る
措
置
に
つ
い
て
争
わ
れ
た
事
件
の
司
法
裁
判
所
判
決
に
お
い
て
、

問
題
の
措
置
が
選
別
的
で
あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
に
際
し
、
こ
れ
ま
で
繰
り
返
し
述
べ
ら
れ
て
き
た
判
旨
に
加
え
て
、
第
一
に
、
効

果
を
考
慮
し
て
問
題
の
措
置
に
差
別
的
要
素
が
な
い
か
ど
う
か
、
第
二
に
、
三
段
階
基
準
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
示
さ
れ
）
91
（
た
。

ま
た
、
先
に
述
べ
た
と
お
り
、
異
質
性
テ
ス
ト
は
、
選
別
性
概
念
の
判
断
に
お
い
て
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
と
示
さ
れ
て
お
り
、
こ
の

判
旨
は
、
そ
の
後
の
ス
ペ
イ
ン
の
特
定
の
地
域
に
お
け
る
一
定
規
模
以
下
の
小
売
業
者
等
に
対
す
る
優
遇
税
制
に
関
す
る
事
件
判
決
に
お

い
て
も
繰
り
返
さ
れ
て
い
）
92
（

る
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
三
段
階
基
準
とG

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
で
示
さ
れ
た
基
準
は
、
併
存

し
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

㈡
　「
効
果
」、「
同
等
性
」
及
び
「
差
別
」
の
分
析

　
効
果
に
つ
い
て
は
、
一
九
七
四
年
のItaly v Com

m
ission

事
件
判
決
以
降
の
判
決
、
及
び
、G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
お

い
て
も
「
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
は
、
援
助
措
置
の
理
由
又
は
目
的
を
区
別
す
る
の
で
は
な
く
、
当
該
措
置
の
効
果
を
定
め
て
い

る
」
と
示
さ
れ
た
判
示
に
基
因
す
る
も
の
と
い
え
よ
う
。
一
九
七
四
年
のItaly v Com

m
ission

事
件
判
決
を
は
じ
め
、
そ
れ
以
降
で
引
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用
さ
れ
て
い
る
こ
の
判
旨
を
分
析
し
た
と
こ
ろ
、
当
該
判
旨
は
、
選
別
性
の
分
析
の
場
面
で
用
い
ら
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
機

能
条
約
一
○
七
条
一
項
の
趣
旨
目
的
及
び
そ
の
意
義
を
示
す
場
面
で
用
い
ら
れ
て
い
る
。G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
こ
の

判
旨
に
基
づ
き
、
問
題
の
措
置
の
効
果
を
見
た
と
こ
ろ
、
法
的
に
も
事
実
上
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
が
便
益
を
享
受
す
る
グ
ル
ー

プ
と
享
受
し
な
い
グ
ル
ー
プ
に
分
類
さ
れ
両
者
の
間
に
差
別
が
生
じ
て
い
る
こ
と
を
示
し
、
こ
の
よ
う
な
差
別
が
生
じ
て
い
る
な
ら
ば
、

そ
れ
は
選
別
的
で
あ
る
と
判
断
し
た
。W

orld D
uty Free G

roup

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
も
同
様
に
、
問
題
の
措
置
の
効
果
に
着
目
し
、

同
等
の
状
況
に
あ
る
事
業
者
間
に
生
じ
る
差
別
に
よ
っ
て
問
題
の
措
置
は
選
別
的
で
あ
る
と
判
断
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
判
断
基
準
を
そ
の
効
果
に
基
づ
く
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
み
る
場
合
に
、
選
別
性
概
念
の
判
断
基
準
は
、
自
由
移
動
規
定
に

お
け
る
差
別
禁
止
原
則
に
基
づ
く
非
差
別
適
用
措
置
の
判
断
基
準
に
類
似
し
て
い
る
よ
う
に
み
る
こ
と
も
で
き
る
の
で
は
あ
る
ま
い
）
93
（
か
。

自
由
移
動
規
定
に
お
け
る
差
別
禁
止
原
則
に
基
づ
く
非
差
別
適
用
措
置
は
、
法
的
に
は
差
別
的
で
は
な
い
措
置
で
あ
る
が
、
事
実
（
法
の

適
用
の
結
果
）
に
お
い
て
差
別
が
生
じ
る
措
置
（
間
接
的
差
別
）
及
び
事
実
に
お
い
て
も
差
別
が
生
じ
な
い
措
置
（
無
差
別
）
を
含
む
概
念

と
し
て
用
い
ら
れ
）
94
（

る
。
当
該
非
差
別
適
用
措
置
は
、
直
接
的
差
別
と
は
異
な
り
、
判
例
法
上
の
正
当
化
事
由
も
認
め
ら
れ
る
。
禁
止
さ
れ

る
国
家
援
助
の
選
別
性
概
念
の
判
断
に
お
い
て
、
問
題
の
措
置
の
効
果
、
す
な
わ
ち
、
当
該
措
置
の
適
用
の
結
果
に
着
目
す
る
点
、
及
び
、

判
例
法
上
の
正
当
化
事
由
が
認
め
ら
れ
る
点
が
、
自
由
移
動
規
定
に
お
け
る
差
別
の
判
断
基
準
と
類
似
し
て
い
る
と
み
る
こ
と
も
で
き
よ

う
）
95
（

。
　
同
等
性
に
つ
い
て
、
一
般
的
に
、
法
人
の
所
得
を
基
準
と
し
て
課
さ
れ
る
所
得
税
又
は
法
人
税
に
服
す
る
事
業
者
は
、
こ
れ
ら
の
租
税

の
目
的
に
照
ら
せ
ば
、
法
的
に
も
事
実
上
も
同
等
の
状
況
に
あ
る
と
言
え
）
96
（

る
。
同
じ
租
税
に
服
す
る
事
業
者
の
う
ち
特
定
の
事
業
者
が
定

め
ら
れ
た
条
件
を
充
足
し
租
税
減
免
措
置
を
享
受
す
る
場
合
、
同
じ
租
税
に
服
す
る
他
の
事
業
者
と
当
該
特
定
の
事
業
者
が
同
等
の
状
況

に
な
い
と
は
い
え
な
）
97
（

い
。
こ
の
こ
と
は
、W

orld D
uty Free G

roup

事
件
司
法
裁
判
所
判
決
に
お
い
て
も
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う

な
判
断
基
準
は
、
同
等
性
に
つ
い
て
幅
広
い
範
囲
を
網
羅
す
る
と
思
わ
れ
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
企
業
規
模
や
業
種
に
関
係
な
く
、
法
人
税
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が
課
さ
れ
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
、
同
等
性
を
判
断
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、Paint G

raphos

事
件
判
決
に
お
い
て
、

法
人
税
の
目
的
に
照
ら
し
、
一
般
的
に
、
協
同
組
合
は
、
営
利
企
業
と
比
べ
て
所
得
が
か
な
り
少
な
く
、
原
則
と
し
て
は
当
該
会
社
と
同

等
の
状
況
に
あ
る
と
は
言
え
な
い
と
示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
、
事
業
者
の
法
的
形
態
や
事
業
目
的
が
通
常
の
営
利
企
業
と
異
な
る
場
合

に
は
、
両
者
は
同
等
で
は
な
い
と
判
断
さ
れ
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
同
等
性
の
範
囲
は
狭
い
よ
う
に
解
さ
れ
て
い
）
98
（
る
。

㈢
　
有
害
な
租
税
競
争
と
の
関
係
に
基
づ
く
分
析

　
先
述
の
と
お
り
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
有
害
な
租
税
競
争
に
対
処
す
る
た
め
に
国
家
援
助
規
定
を
用
い
る
こ
と
を
表
明
し
て
い
る
と
こ
ろ
、

租
税
回
避
及
び
有
害
な
租
税
競
争
に
対
処
す
る
こ
と
が
国
家
援
助
規
範
の
範
囲
に
あ
る
と
い
う
こ
と
は
自
明
で
は
な
い
と
言
え
る
の
で
は

あ
る
ま
い
）
99
（

か
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
有
害
な
租
税
競
争
は
国
家
間
の
競
争
と
さ
れ
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
の
国
家
援
助
規
定
は
事
業
者
間
の
競
争
に

つ
い
て
定
め
て
い
る
よ
う
に
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
あ
）
100
（
る
。

　G
ibraltar

事
件
に
係
る
法
務
官
の
意
見
に
よ
れ
ば
、「
加
盟
国
間
に
存
在
す
る
有
害
な
組
織
又
は
有
害
な
租
税
競
争
は
、
Ｅ
Ｕ
基
本
条

約
に
よ
っ
て
確
立
さ
れ
る
国
家
援
助
統
制
メ
カ
ニ
ズ
ム
内
に
は
な
い
こ
と
を
明
示
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国
家
援
助
の
適
用
範
囲
の
拡
大

に
懐
疑
的
で
あ
る
と
す
る
原
則
を
守
っ
て
き
た
と
こ
）
101
（
ろ
」、
司
法
裁
判
所
は
こ
れ
に
反
し
、
選
別
性
概
念
の
判
断
に
新
た
な
基
準
を
定
め
、

当
該
概
念
を
拡
大
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
判
旨
に
お
い
て
、
有
害
な
租
税
競
争
に
明
示
的
に
言
及
し
て
は
お
ら
ず
、
あ
く
ま

で
も
選
別
性
概
念
の
解
釈
を
示
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
）
102
（
が
、
そ
の
文
脈
に
お
い
て
は
、
オ
フ
シ
ョ
ア
カ
ン
パ
ニ
ー
は
偶
発
的
で
は
な
く
確

実
に
租
税
が
課
さ
れ
な
い
点
を
特
に
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
司
法
裁
判
所
が
間
接
的
に
有
害
な

租
税
競
争
を
排
除
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
と
考
え
ら
れ
よ
う
。
一
九
九
八
年
の
Ｅ
Ｕ
委
員
会
の
通
知
の
文
言
を
用
い
て
表
現
す
れ
ば
、
司

法
裁
判
所
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
に
定
め
る
国
家
援
助
規
定
の
「ow

n m
echanism

」
に
よ
っ
て
、
有
害
な
租
税
競
争
を
評
価
し
て
い
る

と
考
え
う
）
103
（

る
。
し
た
が
っ
て
、
有
害
な
租
税
競
争
は
、
事
業
者
間
の
競
争
と
い
う
よ
り
は
国
家
間
の
競
争
と
さ
れ
て
い
る
が
、
問
題
と
な
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る
租
税
措
置
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
る
影
響
は
事
業
者
の
様
々
な
取
引
を
歪
め
る
こ
と
に
な
る
こ
と
か
ら
、G

ibraltar

事
件
司
法
裁
判

所
判
決
に
よ
る
判
断
基
準
は
、
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー
効
果
を
有
す
る
有
害
な
租
税
競
争
に
対
し
て
も
適
用
さ
れ
る
と
い
え
よ
）
104
（

う
。

お
わ
り
に

　
本
稿
で
は
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
一
○
七
条
一
項
に
定
め
る
国
家
援
助
を
構
成
す
る
要
素
と
し
て
「
選
別
性
」
を
取
り
上
げ
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁

判
所
の
判
断
を
分
析
し
、
検
証
し
た
。
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
「
選
別
性
」
の
判
断
枠
組
み
は
、
整
理
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と

な
っ
た
。
一
つ
は
、
三
段
階
基
準
で
あ
り
、
も
う
一
つ
は
、「
効
果
」、「
同
等
性
」
及
び
「
差
別
」
を
考
慮
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
。

そ
し
て
、
本
稿
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
判
断
基
準
は
併
存
し
て
い
る
こ
と
、
及
び
、
新
た
な
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
選
別
性
概
念
を
拡
大
す
る

も
の
で
あ
り
、
法
的
安
定
性
の
確
保
の
問
題
等
が
生
じ
る
懸
念
も
あ
る
と
結
論
づ
け
た
。

　
本
稿
で
は
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
実
体
的
な
選
別
性
に
関
す
る
判
断
の
み
を
取
り
上
げ
た
が
、
地
域
的
選
別
性
、
Ｅ
Ｕ
委
員
会

の
通
知
や
決
定
処
分
の
内
容
等
も
検
討
し
、
Ｅ
Ｕ
の
国
家
援
助
に
つ
い
て
包
括
的
に
理
解
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
別

稿
を
期
し
た
い
。

（
1
）  

本
稿
に
お
け
る
Ｅ
Ｃ
法
及
び
Ｅ
Ｕ
法
の
邦
訳
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
庄
司
克
宏
『
新
Ｅ
Ｕ
法
　
基
礎
篇
』 （
岩
波
書
店
　
二
〇
一
三
年
）、

同
『
新
Ｅ
Ｕ
法
　
政
策
篇
』（
同
　
二
〇
一
四
年
）
に
倣
っ
て
い
る
。「State Aid

」
の
訳
語
に
つ
い
て
も
、
同
著
に
あ
る
「
国
家
援
助
」
と
す

る
が
、
こ
れ
は
本
文
で
も
示
す
と
お
り
、
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
「State Aid
」
と
は
、
補
助
金
（subsidies

）
の
よ
う
に
現
金
に
よ
る
直
接
的
な
支
払

い
や
何
ら
か
の
損
失
を
補
う
た
め
の
国
家
補
償
だ
け
に
限
ら
ず
、
非
常
に
広
い
範
囲
を
網
羅
し
て
い
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
挙
げ
る
。

（
2
）  

Ｅ
Ｕ
法
と
は
、
欧
州
連
合
条
約
（the Treaty on European U

nion

：
以
下
「
Ｅ
Ｕ
条
約
」
と
い
う
）、
欧
州
連
合
機
能
条
約
（the Treaty 

of the Functioning of the European U
nion

：
以
下
「
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
」
と
い
う
）、
Ｅ
Ｕ
基
本
権
憲
章
、
判
例
法
及
び
法
の
一
般
原
則
及
び
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こ
れ
ら
に
基
づ
く
派
生
法
な
ど
を
い
う
。

（
3
）  See e.g. Case C -270/15 P Belgium

 v Com
m
ission, ECLI:EU

:C:2016:489, para. 31; Case C -20/15 P and C -21/15 P W
orld 

D
uty Free G

roup, ECLI:EU
:C:2016:981. para. 53; Case C-234/16 and C-235/16 AN

G
ED

 v Asturias, ECLI:EU
:C:2018:281, 

para. 30. Lang, M
ichael, State Aid and Taxation- Recent Trends in the Case Law

 of the ECJ, 11 European State Aid Law
 

Q
uarterly 411 （2012

）, p. 411 

に
よ
れ
ば
、（
一
）
国
庫
、（
二
）
特
定
の
事
業
者
又
は
特
定
の
産
品
の
製
造
に
対
す
る
優
遇
、（
三
）
選
別
性
、

（
四
）
競
争
を
歪
曲
す
る
よ
う
に
加
盟
国
間
の
取
引
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
、
と
し
て
い
る
。Bacon, Kelyn, European U

nion Law
 of State 

Law
 3

rd., O
xford 2017, para. 2. 02

に
よ
れ
ば
、（
一
）
経
済
的
便
益
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、（
二
）
国
庫
、（
三
）
選
別
性
、（
四
）
競

争
を
歪
曲
し
加
盟
国
間
の
取
引
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
、
と
し
て
い
る
。

（
4
）  European Com

m
ission （2012

）, Com
m
unication from

 the Com
m
ission to the European Parliam

ent, the Council, the European 
Econom

ic and Social Com
m
ittee and the Com

m
ittee of the Regions ‒ State Aid M

odernisation, CO
M

/2012/0209 final.

（
5
）  Kronthaler, M

arie-Ann and Tzubery, Yinon, The State Aid Provisions of the TFEU
 in Tax M

atters, in Lang, M
ichael et al. 

eds., Introduction to European Tax Law
- D

irect Taxation 4th ed., W
ien 2015, para. 361; Pinto, Carlo, Tax Com

petition and 
EU

 Law, London 2003, pp. 83 seqq.

（
6
）  See e.g. C

ase 30/59 D
e G

ezam
enlijke Steenkolenm

ijnen, EC
LI:EU

:C
:1961:2; C

ase 173/73 Italy v C
om

m
ission, 

ECLI:EU
:C:1974:71; and Case C -387/92 Banco Exterior de España ﹇1994

﹈ ECR I -902.

（
7
）  See e.g. Case C -66/02 Italy v Com

m
ission 

﹇2005

﹈ ECR I -10901, para. 78; and Case C -222/04 Cassa di Risparm
io di 

Firenze ﹇2006

﹈ ECR I -289, para. 132.

（
8
）  See e.g. Case T -227/01 Territorio H

istórico de Álava and O
thers v Com

m
ission ﹇2009

﹈ ECR II -3029, para. 126.

（
9
）  C -507/08 Com

m
issi on v Slovak Republic ﹇2010

﹈ ECR I -13489, paras. 6 -10.

（
10
）  Supra note 7.

（
11
）  President of cham

ber at the G
eneral Court of the European U

nion and H
onorary Professor at the Faculty of Law

 of the 
U
niversity of V

ienna.

（
12
）  Azizi, Josef, Forew

ord, in Rust, Alexander and M
icheau, Claire 

（eds.
）, State Aid and Tax Law, Alphen aan den Rijn 2013, 

International Tax Conferences of the U
niversity of Luxem

bourg, v. 3.
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（
13
）  

Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
（the Court of Justice of the European U

nion

）
は
、
司
法
裁
判
所
（the Court of Justice

）
と
総
合
裁
判
所
（the 

G
eneral Court

）
の
総
称
で
あ
る
。
リ
ス
ボ
ン
条
約
の
発
効
に
伴
い
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
と
な
り
、
そ
れ
以
前
は
欧
州
石
炭
鉄
鋼
共
同
体
司
法
裁

判
所
又
は
欧
州
共
同
体
司
法
裁
判
所
で
あ
っ
た
。
本
稿
で
は
、
区
別
す
る
必
要
が
な
い
限
り
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
、
司
法
裁
判
所
又
は

総
合
裁
判
所
の
名
称
を
用
い
る
。

（
14
）  W

attle, J. Peter, Som
e Fringe Areas of EU

 State Aid Law
 in D

irect Tax M
atters, in W

eber,  D
ennis 

（ed.

）, EU
 Incom

e Tax 
Law

: Issues for the Years Ahead, Am
sterdam

 2013, EC and International Tax Law
 Series, v. 9, p. 144; Szudoczky, Rita, The 

Sources of EU
 Law

 and Their Relationships: Lessons for the Field of Taxation - Prim
ary law, secondary law, fundam

ental 
freedom

s and State aid rules, Am
sterdam

 2014, IBFD
 D

octoral series v. 32, p. 471; Schön, W
olfgang, Tax Legislation and the 

N
otion of Fiscal Aid: A Review

 of 5 Years of European Jurisprudence, in Richelle, Isabelle et al. 

（eds.

）, State Aid Law
 and 

Business Taxation, Berlin, H
eidelberg 2016, p. 23; H

onore, M
ichael, State Aid and Taxation - All Clear, 14 European State Aid 

Law
 Q

uarterly 306 

（2015
）, p. 307; and N

icolaides, Phedon, Excessive W
idening of the Concept of Selectivity, 14 European 

State Aid Law
 Q

uarterly 62 
（2017

）, p. 587. 

便
益
の
概
念
及
び
国
庫
か
ら
の
供
与
に
つ
い
て
は
、
国
家
に
よ
る
租
税
措
置
が
国
家
援
助
に

つ
い
て
争
わ
れ
た
初
期
の
事
件
か
ら
そ
の
判
断
が
下
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
概
要
に
つ
い
て
は
本
稿
一
章
に
記
載
す
る
。

（
15
）  Case C -106/09 P and C -107/09 P G

ibraltar ﹇2011

﹈ ECR I -11181.

（
16
）  Supra note 14.

（
17
）  

国
家
援
助
の
実
体
規
定
に
関
す
る
理
事
会
規
則
の
変
遷
は
、Council Regulation 

（EC

） N
o 994/98, 

﹇1999

﹈ O
J L142/1

（
廃
止
）、

Council Regulation N
o 733/2013, 

﹇2013

﹈ O
J L204/1

（
廃
止
）、Council Regulation 

（EU

） 2015/1588

（
現
行
法
）
と
な
っ
て
い
る
。

手
続
規
定
に
関
す
る
理
事
会
規
則
の
変
遷
は
、Council Regulation 

（EC

） N
o 659/1999

（
廃
止
）、Council Regulation 

（EU

） N
o 

734/2013

（
廃
止
）、Council Regulation （EU

） 2015/1589
（
現
行
法
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
18
）  Supra note 3.

（
19
）  See e.g. Cassa di Risparm

io di Firenze ﹇2006

﹈, paras. 131 -132; and Case C -78/08 to C -80/08 Paint G
raphos ﹇2011

﹈ ECR -I 
7641, paras. 45 -46.

（
20
）  Lang, supra note 3, p. 411.

（
21
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